
証券コード　9057

平成30年６月６日

株 主 各 位
静 岡 県 袋 井 市 木 原 6 2 7 番 地 の ３

代表取締役社長 澤 田 邦 彦

第53回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第53回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月21日（木曜日）

午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時
２．場 所 静岡県袋井市木原627番地の３

遠州トラック株式会社　本社会議室（２階）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第53期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）　
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第53期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）　
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

取締役５名選任の件
監査役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.enshu-truck.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費や設備投資が堅調に推移す

るなど、緩やかな回復が続きました。物流業界におきましても、個人消費の改

善を受け、消費関連貨物が増勢を維持する一方、生産関連貨物も設備投資の盛

り上がり等を受け増加したことから、近年漸減傾向にあった国内輸送貨物の総

輸送量はプラスに転じました。しかしながら、慢性的な乗務員不足のなか、労

働環境整備に伴う投資の重要性が増すなど、引き続き厳しい事業運営を余儀な

くされております。

このような状況下、当社グループにおきましては、ネット通販向け幹線輸送

業務が年間を通じて寄与するとともに、家電品や食品、日用品・衛生用品等の

生活関連貨物の取り扱いが堅調に推移いたしました。

この結果、当連結会計年度の営業収益（売上高）は、252億26百万円（前期

比9.4％増）となりました。

利益面におきましては、人件費や外注費の増加はあったものの、これらを業

務運用の改善や価格への転嫁で吸収した結果、営業利益は14億22百万円（前期

比21.8％増）、経常利益は13億88百万円（前期比26.1％増）となりました。親

会社株主に帰属する当期純利益は、連結子会社の清算に伴う繰越欠損金の引き

継ぎにより税負担が減少し、11億68百万円（前期比84.8％増）となりました。

部門別の営業収益の状況は次のとおりであります。

物流事業の営業収益は250億35百万円（前期比9.5％増）となりました。その

内訳は、輸送部門が171億14百万円（前期比13.5％増）、倉庫部門が79億20百

万円（前期比1.7％増）となりました。

　その他（不動産事業等）は1億91百万円（前期比1.5％減）となりました。
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              部門別事業内容及び営業収益

部 門 主 要 な 事 業 内 容
営 業 収 益

金 額 前 期 比 構 成 比

輸 送 部 門
一般貨物自動車運送事業、貨物運
送取扱事業

17,114百万円 113.5％ 67.8％

倉 庫 部 門
寄託貨物の保管、入出庫取扱、物
流加工業務等の事業

7,920 101.7 31.4

そ の 他 部 門

宅地並びに建売住宅等の販売、マ
ンション・店舗・住宅等建物の賃
貸、仲介等の事業
太陽光発電による売電事業

191 98.5 0.8

計 25,226 109.4 100.0

②　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は３億７百万円であります。その主要

なものは、車輌（トラック）の購入や既存施設の改修に関するものなどで

あります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度の所要資金につきましては、自己資金、借入金により賄

っており、増資あるいは社債発行等、特記すべき資金調達は行っておりま

せん。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　　目

第50期 第51期 第52期
第53期

(当連結会計年度)

平成26年４月～
　平成27年３月

平成27年４月～
　平成28年３月

平成28年４月～
　平成29年３月

平成29年４月～
　平成30年３月

営 業 収 益(百万円) 24,137 22,481 23,064 25,226

営 業 利 益(百万円) 677 944 1,168 1,422

経 常 利 益(百万円) 610 878 1,100 1,388

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 145 474 632 1,168

１株当たり当期純利益（円） 19.54 63.54 84.76 156.65

総 資 産(百万円) 23,674 23,441 23,342 23,864

純 資 産(百万円) 10,983 11,195 11,791 12,909

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した株式
数を用いて算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　イ．親会社との関係

　　当社の親会社は株式会社住友倉庫で、当社の株式を4,527千株（議決　

　権比率60.7％）を保有しております。

　　当社は同企業グループ内で、東海、南関東地域を地盤とする物流会社

　として親会社のパートナー企業に位置付けられ、運送、倉庫業務におい

　て協業体制を構築する関係にあります。

ロ．親会社との取引に関する事項

（イ）当社は親会社との間で運送業務、倉庫業務をそれぞれ受託するとと

　　もに委託しております。受託業務については運送・倉庫収入が、委託

　　業務については傭車料・外注費・地代家賃等の支払いが、それぞれ発

　　生しております。

　　　当社は当該取引に当たって、当社の利益を害することのないよう、

　　その取引条件は他の取引先と同様、経済合理性に基づき適正に決定し

　　ております。また、親会社との現在の取引は、金額、内容において、

　　当社の経営上、重大な影響を受けるものではありません。

（ロ）当社の取締役会は、現在、取締役５名（うち社外取締役２名）、監

　　査役４名（うち社外監査役２名）で構成されており、このうち独立役

　　員として４名を選任しております。親会社との重要な取引は、これら

　　の役員で構成される取締役会における多面的な議論を経て決定してお

　　り、一定の独立性は保持されているものと認識しております。

　②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社藤友物流サービス 50,000千円 100.0％ 運 送 ・ 倉 庫 業

遠州トラック関西株式会社 20,000 100.0 運 送 ・ 倉 庫 業

（注）当社の連結子会社は上記の２社であります。

　　　なお、株式会社中国遠州コーポレーションは、平成29年８月30日に清算いたしました。
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(4) 対処すべき課題

企業業績の拡大や雇用情勢の改善を背景に、引き続き設備投資・個人消費が

景気を下支えし、東京オリンピックや首都圏再開発に向けた需要が景気の追い

風となると予想されますが、物流業界におきましては、労働力不足と燃料価格

の上昇リスクにより、先行きは依然不透明であります。

このような中、当社グループにおきましては、昨年からスタートした中期経

営計画（平成29年４月～平成32年３月）を着実に実行し、外部環境の変化に左

右されない企業体質を構築するとともに「顧客満足度№１」企業の実現を目指

します。

具体的には、以下の施策に重点的に取り組んでまいります。

第一に、ネット通販の拡大は続いており、物流拠点の拡充要請や物流拠点間

の幹線輸送の需要は引き続き増加しております。当社は、この旺盛な需要を取

り込んで物流ネットワークの拡充に更に努めてまいります。その取り組みの

一つとして、中日本高速道路株式会社（NEXCO中日本）と共同で新東名浜松サ

ービスエリア隣接地において中継物流拠点を運営することとなりました。東

京と大阪の中間に本社を置く当社はその立地を活かし、中継物流拠点の運営を

通して陸運業界が抱える労働問題解決の一助となるよう、新たなモデルの確立

に積極的に貢献する所存であります。

　続いて、本年度は静岡県浜松市都田地区の当社倉庫施設の隣接地において新

倉庫の建設に着手いたします。また、来春には静岡県掛川市において建設予定

の物流施設を賃借する予定です。これら施設の稼働により、当社の取扱貨物数

量は大きく増加しますが、引き続き新規貨物の獲得に努めてまいります。

上記施策を支援するため、インフォメーション・テクノロジー（ＩＴ）によ

る業務の効率化を進めてまいります。また、引き続き業務改善室を中心に輸

送・倉庫業務の効率化、改革に取り組み、営業戦略室においては戦略的物流商

品の開発を図ってまいる方針です。

　一方、管理面におきましては、ＩＴの活用による経営の合理化、時間外労働

　時間の削減、人材確保に向けた各種施策の実施、内部統制システムの運用面の

　充実、リスクマネジメントの向上、有利子負債の削減等による財務体質の強化

　など、経営管理体制の充実に一段の努力を払ってまいる所存です。

　株主の皆様には、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し

　上げます。
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(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、倉庫業及び不動産業

(6) 主要な営業所（平成30年３月31日現在）

①　当社

名  　 　 　 　 称 所  　 在  　 地

本 社 事 業 部 静 岡 県 袋 井 市

西 日 本 事 業 部 浜 松 市 西 区

関 東 事 業 部 東 京 都 港 区

②　子会社

名  　 　 　 　 称 本 社 所 在 地

株 式 会 社 藤 友 物 流 サ ー ビ ス 浜 松 市 東 区

遠 州 ト ラ ッ ク 関 西 株 式 会 社 大 阪 府 摂 津 市

(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事   業   区   分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

物 流 事 業 832名  45名増

そ の 他 （ 不 動 産 事 業 等 ） 4 　　　　　1名増

全 　 社 （ 共 通 ） 37 2名減

合　　　　計 873  44名増

（注）使用人数は就業員数であり、嘱託及びパートタイマーは含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

    738名 40名増 　43歳0ケ月 9年7ケ月

（注）使用人数は就業員数であり、嘱託及びパートタイマーは含んでおりません。
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(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,748百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,603

株 式 会 社 静 岡 銀 行 1,331

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記事項はありません。

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 17,600,000株

②　発行済株式の総数 7,546,000株（自己株式85,086株を含む）

③　株主数 1,143名

④　大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 住 友 倉 庫 4,527千株 60.7％

澤　田　邦　彦 214 2.9

遠 州 ト ラ ッ ク 従 業 員 持 株 会 185 2.5

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 169 2.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 132 1.8

有 限 会 社 ス リ ー ナ イ ン 131 1.8

株 式 会 社 静 岡 銀 行 124 1.7

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 121 1.6

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 103 1.4

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100 1.3

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 100 1.3

（注）持株比率は自己株式（85,086株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 松 井 建 裕

取 締 役 社 長
（代　表　取　締　役）

澤 田 邦 彦 社 長 執 行 役 員

取 締 役 金 原 秀 樹 常 務 執 行 役 員 営 業 本 部 長

取 締 役 山 本 雅 俊

取 締 役 井 上 育 穗 住友電設株式会社 社外取締役

常 勤 監 査 役 池 谷 仁 宏

監 査 役 日 高 和 彦 株式会社若洲　代表取締役社長

監 査 役 山 本 正 幸 弁 護 士

監 査 役 高 見 之 雄
弁 護 士
株 式 会 社 東 京 個 別 指 導 学 院
社 外 監 査 役

（注）１．取締役　山本雅俊及び井上育穗の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。

２．監査役　山本正幸及び高見之雄の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。

３．取締役　山本雅俊及び井上育穗並びに監査役　山本正幸及び高見之雄の４氏は、株式

会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

４．上記のほか、役員（社外役員を除く）の重要な兼職は次のとおりであります。

氏 名 兼 職 す る 会 社 、 法 人 等 兼職の内容

澤 田 邦 彦 株 式 会 社 藤 友 物 流 サ ー ビ ス 取 締 役

５．常勤監査役　池谷仁宏氏は、長年の経理部門勤務経験を有し、当社入社後はシステム

部長等として当社の経理システムの維持・発展に長年寄与するなど、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

６．当社は第43期より執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は

次のとおりであります。

常務執行役員 久保田  健 管理本部長兼経営企画部長兼システム部長

常務執行役員 小澤  宙通 営業本部副本部長兼営業戦略室長

執 行 役 員 清水　　晃 業務改善室長

②　当事業年度中の取締役及び監査役の異動

　　該当事項はありません。
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③　責任限定契約の内容の概要

　　当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基　

　づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結して　

　おります。

　　　　なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項

　　　に定める最低責任限度額としております。

④　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

5名
(2)

86百万円
（12）

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4
(2)

18
（7）

合 計 9 104

（注）１．当事業年度末現在の取締役は５名、監査役は４名であります。

２．平成７年６月29日開催の第30回定時株主総会において、取締役の報酬限度額は月額15

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は月額２百

万円以内と決議いただいております。

⑤　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）及び

他の法人等の社外役員の兼任状況

取締役　井上育穗氏は、住友電設株式会社の社外取締役であります。

当社と両社の間には特別の利害関係はありません。

監査役　高見之雄氏は、株式会社東京個別指導学院の社外監査役であ

ります。当社と同社との間には特別の利害関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

会 社 に お

け る 地 位
氏 名 活 動 状 況

取 締 役 山 本 雅 俊

当事業年度に開催された取締役会17回のうち15回に出席いたし

ました。主に企業経営及び行政に携わった豊富な経験と見識に

基づき、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するため

の発言を行っております。

取 締 役 井 上 育 穗

当事業年度に開催された取締役会17回のうち15回に出席いたし

ました。主に長年の銀行勤務の経験による豊富な知識と見識に

基づき、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するため

の発言を行っております。

監 査 役 山 本 正 幸

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に、また監査

役会13回のうち全てに出席いたしました。主に弁護士として企

業法務等に関する専門知識に基づき、取締役会及び監査役会の

意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っており

ます。

監 査 役 高 見 之 雄

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に、また監査

役会13回のうち12回に出席いたしました。主に弁護士として企

業法務等に関する専門知識に基づき、取締役会及び監査役会の

意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っており

ます。

　（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、

　　　　取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

－ 10 －



(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

30

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠などの適切性について必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の

額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は上記の場合のほか、会計監査人が会社法第340条第１項

各号のいずれかに該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づ

き、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役

は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨

及びその理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

① 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

　当社は、法令、定款、社内諸規程を遵守し、リスクマネジメントと一体を

なす内部統制システムを構築、整備することが経営の健全性、透明性を高

め、当社にとって最適かつ最大のコーポレート・ガバナンスに資するとの認

識のもと、取締役会において以下の決議を行っております。

イ．当社及び子会社(以下、当社グループという)の取締役及び従業員の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(イ) 当社グループの取締役及び従業員は、法令､定款、社内諸規程を遵守す

ることはもとより、社会人として常に社会規範、社会倫理に則った行動

をとり、企業活動を通じて社会的責任（CSR)を果たすものとする。この

一環として、グループ共通の「企業行動指針」(10項目)を定めている。

(ロ) 当社グループは、連携のとれた内部統制システムを推進するため、内

部統制システム及び法令遵守(コンプライアンス)に関する諸規程の整備

を図るとともに､コンプライアンス委員会が各職場における遵法状況を

統括的にチェックする体制を構築し、全社的な遵法風土の確立を目指す。

(ハ) 当社グループの取締役及び従業員は、それぞれ業務の運営状況につい

て相互に牽制し合い、万一、法令違反等不適切な事実を発見した場合は、

内部通報制度(ヘルプライン)その他の手段により、遅滞なくコンプライ

アンス委員会に報告するものとする。取締役社長はかかる風土の醸成に

努めるとともに、そのための従業員教育を徹底する。

(ニ) 当社の内部監査室は、取締役社長直属の機関として、監査方針、監査

計画及び監査結果を適時取締役社長に報告する。また、内部監査室は、

業務執行部門から一定の独立性を保持する一方、監査に当たっては監査

役と連携し、随時、コンプライアンスの状況を取締役や監査役に報告す

るものとする。不適切な事例については改善のための助言、勧告を行う。

ロ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(イ) 取締役の職務執行に係る情報については、取締役会規程、文書管理規

程等に基づき、文書(電磁的記録を含む)を記録、保存するとともに、必

要な場合、閲覧、謄写できる体制を確保する。

(ロ) 電磁的記録については、IT技術の進展に伴い漏洩リスクが格段に高ま

っているため、情報管理規程に則り、記録媒体の管理を厳正に行い、そ

のバックアップシステムの整備強化に努める。
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ハ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(イ) 当社グループは、経営の意思決定のタイミングや巧拙に伴う全般的な

事業運営リスクや機会損失リスク、与信リスク、システムリスク、環境

侵害リスク、訴訟リスク等、多岐に亘る諸リスクを的確に把握し、適時、

適切に取締役会、関係部署に伝達する体制を構築する。これらのリスク

の管理及び損失の予防のため、リスク管理規程を定め、リスクアンケー

トに基づきリスクの抽出、評価、分析、対策立案及び報告等を行う仕組

みを制度化している。

(ロ) 斯業にとってリスクウェイトの高い交通事故や荷役作業中の事故防止

に向け、安全衛生委員会や自動車整備講習会等を定期的に開催し、事故

原因の究明、対策の立案、実行に努める。

(ハ) 大規模地震災害等に備え、有事の際の防災体制を確立するとともに､今

後、事業継続計画(BCP)の策定に努める。

ニ．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

(イ) 当社は、経営の意思決定と業務執行の機能を分離し、業務運営上の役

割及び責任を明確化するため、執行役員制度を導入し、取締役が経営環

境の変化に機動的に対応できる体制を確保する。

(ロ) 当社の経営上の重要事項は、定時取締役会又は臨時取締役会に付議、

報告されるほか、毎週開催される経営会議(常勤役員、執行役員で構成)

において、取締役会への付議・報告案件をはじめ重要な経営事項につい

ての審議を行う。また、日々の業務執行状況は毎週開催される本社連絡

会議(本社執行役員、部・次長等で構成)、各事業所の月次の業績分析や

対応策等は毎月開催される業績分析改善会議(役員、事業部長、本社部

長、営業所長で構成)や事業部会議等に報告される。当社は、これらの諸

会議を通じて取締役の業務執行や意思決定の判断に資する体制を確保す

る。

(ハ) 子会社各社は、幹部社員で構成する会議体等において、上記の意思決

定プロセスに準じた体制を確保する。

ホ．当社グループ及び親会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

(イ) 当社は、定期的に関係会社会議を主催し、子会社の業務執行状況等の

報告を受けるとともに、必要な指示伝達を行う。同会議は必要に応じて

随時招集する。なお、子会社の月次の業務執行状況や重要な経営事項は
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当社取締役会に付議、報告される。

(ロ) 当社は、グループ内融資制度を設け、適宜必要なグループ会社間の資

金運用を指導し、資金運用の効率化、子会社の経営の安定化に資する。

(ハ) 当社の親会社である株式会社住友倉庫及びそのグループ各社と連携し、

グループとして一体となった適正な事業運営を進めるため､法令等への

対応についてよく情報交換に努めるとともに、当社グループの内部統制

の整備・運用状況をはじめ、重要な業務執行状況等については適時親会

社に報告する。なお、当該関係によるも、当社の経営方針は尊重されて

おり、親会社との取引条件の決定をはじめとする日々の業務執行は独自

の判断で行う体制を確保している。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項、並びに当該従業員の取締役からの独立性に関

する事項及び当該従業員に対する監査役の指示の実効性の確保に関する

事項

(イ) 監査役がその職務を補助すべき従業員の設置を求めた場合、取締役会

は監査役と協議のうえ、その指名を行う。

(ロ) 前項の従業員は、取締役会及び他のいかなる業務執行部門からも独立

し、その指示命令権限は監査役に属し、監査役の同意なく当該従業員の

人事異動等は行わない。

(ハ) 監査役から指示命令を受けた当該従業員は、その指示命令に従うとと

もに、その指示の実効性を確保するため、必要な調査権限を有するもの

とする。

ト．当社グループの取締役及び従業員、又はこれらの者から報告を受けた者
が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する
体制

(イ) 監査役は、取締役会をはじめ前記の諸会議に必要に応じて出席すると

ともに、取締役及び従業員から報告を受ける。

(ロ) 取締役は、適時、重要な経営情報、業務の執行状況を監査役に報告す

る。また、取締役は、内部通報制度その他より、事業活動に重大な影響

を及ぼす可能性のある事項について従業員等から情報を入手した場合、

遅滞なくこれを監査役に報告する。

(ハ) 従業員が職制を通じ、或いは内部通報制度により、直接、間接とを問

わず監査役に報告を行った場合、コンプライアンス規程に基づき、これ

を理由として当該従業員に対し不利益な取り扱いを行わない。
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チ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(イ) 当社の監査役は、定期的に監査上の重要事項について取締役社長と意

見交換を行うとともに、他の取締役、会計監査人、子会社の取締役等と

の情報交換に努める。当該打ち合わせには必要に応じ、顧問弁護士等の

社外の専門家の出席を求める。

(ロ) 監査役は、内部監査室と緊密な情報交換を行うとともに、監査役監査

と内部監査の実施方法や報告体制等について相互に必要な調整を行う。

また、監査役は、経理部、総務部、経営企画部等との連携を密にし、そ

の職務の実効を上げるための体制を確保する。

リ．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　監査役が独自に公認会計士や弁護士等からの助言及びこれらに類する補

助を第三者から受ける必要があると判断し、その職務の執行のために費用

の前払い等の請求を行った場合、当該目的に叶う限り、速やかに当該費用

の処理を行うものとする。

ヌ．財務報告の信頼性を確保するための体制

(イ) 当社は、金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の

有効かつ適切な提出のため、取締役社長の指示のもと、全社的な統制活

動及び各業務プロセスの統制活動を強化し、その運用体制を構築する。

(ロ) 内部統制委員会(委員長：取締役社長)は、上記の目的達成のため、各

部署でのモニタリングを通して発見された内部統制上の重要な不備事項

に対し、適切に是正又は予防策を策定し、全社或いは関係部署に指示、

伝達を行う。同委員会は、取締役会、監査役、内部監査室等とよく連携

を図る。

(ハ) 取締役会は、取締役社長による内部統制活動が有効に機能することに

ついて監督責任を負い、監査役、内部監査室は、それぞれ独立した立場

から内部統制の整備・運用状況を監視し、必要に応じその改善策を取締

役会に勧告する。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ．内部統制に関する主な取組状況

(イ) 当社は当事業年度において、内部統制委員会を４回開催いたしました。

その主な内容は、内部監査室による四半期ごとの内部統制監査結果に関
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する審議であり、当該審議に基づき、各事業所に対し、内部統制上の共

通課題に関する必要な通知等を行いました。

(ロ) 内部監査室は、予備監査等を含め、全事業所(子会社を含め、27事業

所)に対する往査を実施しました。また同室は、監査役や会計監査人が行

う監査とよく連携し、監査の実効を上げるよう努めております。

ロ．リスク管理に関する主な取組状況

　当社は毎年、リスク管理規程に基づき、全事業所に対してリスクアンケ

ート(最大50項目)を実施しています。当事業年度においても、当該アンケ

ートを実施し、その集約・分析結果をフィードバックし、リスク管理意識

向上の一助としております。なお、第50期より、当該アンケートの実施と

並行し、事業所固有のリスク認識項目を選定させ、その対策立案を通じて

リスク発生の予防に努めております。

ハ．当社グループの業務の適正を確保するための主な取組状況

　当社は関係子会社管理規程に基づき、子会社に対し、企業集団としての

経営管理に当たっています。具体的には、関係会社会議(年４回開催)を通

じて子会社の業務執行状況を監督するとともに、担当部門が子会社の月次

会議等に出席しました。また、監査役は子会社の監査役と連携するなど、

必要な情報の収集及び指導を行いました。

ニ．監査役の監査が実効的に行われるための主な取組状況

　監査役は適宜取締役社長と意見交換を行うとともに、内部監査室や経理

部、経営企画部等と密接な連携をとり、必要な情報の収集を行っています。

なお、当社は監査役の求めに応じ、監査役を補佐する従業員(１名)を選任

いたしております。

　なお、当社は、業務の適正を確保するための体制の一環として、上記のほ

か、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制の整備状況を内

容とする「反社会的勢力による被害を防止するための基本方針」を取締役会

にて決議いたしております。当該内容は当社グループ共通のものとし、各子

会社の取締役会やコンプライアンス委員会等を通じて、その体制整備に努め

ております。
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(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を常に念頭に置き、業績の推移、経

営環境、配当性向等を総合的に勘案しつつ、安定した配当を継続することを

基本方針としております。本方針に基づき、剰余金の配当等を機動的に決定

することができるよう、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決

議により行うことを定めております。

内部留保金につきましては、現在及び将来に亘る設備投資や経営基盤強化

のために有効に活用すべく、その充実を図っていく方針です。

（注）本事業報告に記載しています金額及び株式数は表示単位未満の端数を切

り捨て、比率その他は四捨五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び営業未収入金

電 子 記 録 債 権

販 売 用 不 動 産

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,224

2,020

3,860

64

35

19

63

189

△  29

17,640

15,294

3,513

217

11,191

264

107

310

114

164

32

2,035

712

74

1,286

△  38

（負 債  の  部）

流 動 負 債 6,668

支払手形及び営業未払金 2,390

短 期 借 入 金 3,268

未 払 法 人 税 等 110

賞 与 引 当 金 137

そ の 他 761

固 定 負 債 4,286

長 期 借 入 金 3,415

退職給付に係る負債 463

そ の 他 408

負 債 合 計 10,955

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 12,644

資 本 金 1,284

資 本 剰 余 金 1,086

利 益 剰 余 金 10,333

自 己 株 式 △  59

その他の包括利益累計額 264

その他有価証券評価差額金 259

退職給付に係る調整累計額 5

純 資 産 合 計 12,909

資 産 合 計 23,864 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,864
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益 25,226

営 業 原 価 23,026

営 業 総 利 益 2,200

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 778

営 業 利 益 1,422

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12

受 取 保 険 金 13

そ の 他 36 61

営 業 外 費 用

支 払 利 息 60

保 険 解 約 損 23

そ の 他 11 95

経 常 利 益 1,388

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 13

固 定 資 産 受 贈 益 28 41

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1

固 定 資 産 除 却 損 1 2

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,427

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 268

法 人 税 等 調 整 額 △  10 258

当 期 純 利 益 1,168

親会社株主に帰属する当期純利益 1,168
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,284 1,086 9,298 △  59 11,610

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 134 △ 134

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,168 1,168

自 己 株 式 の 取 得 △   0 △   0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,034 △   0 1,034

当 期 末 残 高 1,284 1,086 10,333 △  59 12,644

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 189 △  16 8 181 11,791

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 134

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,168

自 己 株 式 の 取 得 △   0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

69 16 △   2 83 83

連結会計年度中の変動額合計 69 16 △   2 83 1,118

当 期 末 残 高 259 － 5 264 12,909
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　　２社

・連結子会社の名称　　　　　　　　　株式会社藤友物流サービス

遠州トラック関西株式会社

　当連結会計年度において、連結子会社であった株式会社中国遠州コーポレーションは清

算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

②　非連結子会社の状況

　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社の状況

　　該当事項はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　　（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定

額法、その他の有形固定資産は定率法によってお

ります。

ロ．無形固定資産

　　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における見込利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産　　　　　　定額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当連結会計年度に負担すべき額を計上してお

ります。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準　　従業員及び当社の取締役非兼務の執行役員の退職

給付に備えるため、当社及び連結子会社は当連結

会計年度末における退職給付債務の見込額（執行

役員部分については、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額）に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調

整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累

計額の退職給付に係る調整累計額に計上しており

ます。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職

給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によってお

ります。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「受取保険金」は３百万円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建　  物 1,393百万円

土　  地 4,315百万円

計 5,708百万円

②　担保に係る債務

短期借入金 3,038百万円

長期借入金 2,455百万円

計 5,493百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 10,416百万円

(3) 期末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末

日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 108百万円

支払手形 1百万円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,546,000株 －株 －株 7,546,000株

(2) 自己株式の種類及び数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 85,055株 31株 －株 85,086株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

イ．平成29年５月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 59百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 8円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月７日

ロ．平成29年11月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 74百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成29年９月30日

・効力発生日 平成29年12月11日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

  平成30年５月11日開催の取締役会において次のとおり決議いたしております。

・配当金の総額 74百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成30年３月31日

・効力発生日 平成30年６月７日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　資金運用については、短期的な預金に限定し、また、資金調達については、銀行借入の金

融負債によっております。

　受取手形及び営業未収入金、電子記録債権に係る取引先の信用リスクは、取引先ごとの期

日管理及び残高管理を行い、低減を図っております。また、投資有価証券は、主に業務上の

関係を有する企業の株式で、上場株式については、毎月時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主に短期）と設備投資資金（長期）で、金利の変動リスクにつ

いては、一部の借入金の金利固定化により低減を図っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

（※）

時価

（※）
差額

(1) 現金及び預金 2,020 2,020 －

(2) 受取手形及び営業未収入金 3,860 3,860 －

(3) 電子記録債権 64 64 －

(4) 投資有価証券

　　　 その他有価証券 672 672 －

(5) 支払手形及び営業未払金 (2,390) (2,390) －

(6) 短期借入金 (3,268) (3,268) －

(7) 長期借入金 (3,415) (3,408) △7

 （※） 負債に計上されているものについては、（　 ）で示しております。
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 (注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び営業未収入金並びに(3)電子記録債権

　  これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいため、当該帳簿価額によ

っております。

(4) 投資有価証券

　  株式については取引所の価格によっております。

(5) 支払手形及び営業未払金、並びに(6)短期借入金

　  これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいため、当該帳簿価額によ

っております。

(7) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　非上場株式（連結貸借対照表計上額40百万円）は、市場価額がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、静岡県その他の地域において、賃貸倉庫等を所有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

6,359百万円 5,454百万円

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産

鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については一定の評価額や市場価格を反映し

ていると考えられる指標を用いて調整した金額及び適正な帳簿価額によっております。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,730円25銭

(2) １株当たり当期純利益 156円65銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

(1) 資産除去債務に関する注記

　　当社グループは、不動産賃借契約に基づき、契約終了時における原状回復に係る債務を有

しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等

も予定されていないことから、債務の履行時期を予測することが難しく、資産除去債務を合

理的に見積もることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

(2) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表

（平成30年3月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,966

1,192

360

64

3,093

35

18

171

52

7

△  29

17,238

14,797

3,107

144

46

81

98

11,055

264

304

114

23

1

160

5

2,136

672

164

4

62

933

215

121

△  38

（負 債  の  部）
流 動 負 債 6,388

支 払 手 形 89
営 業 未 払 金 2,070
短 期 借 入 金 460
１年内返済予定の長期借入金 2,908
リ ー ス 債 務 55
未 払 金 77
未 払 費 用 241
未 払 法 人 税 等 76
未 払 消 費 税 等 131
預 り 金 23
賞 与 引 当 金 117
設 備 支 払 手 形 74
そ の 他 62

固 定 負 債 4,234
長 期 借 入 金 3,415
リ ー ス 債 務 163
長 期 未 払 金 95
長 期 預 り 保 証 金 143
退 職 給 付 引 当 金 416

負 債 合 計 10,622

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 11,337

資 本 金 1,284
資 本 剰 余 金 1,086

資 本 準 備 金 1,070
その他資本剰余金 15

利 益 剰 余 金 9,026
利 益 準 備 金 90
その他利益剰余金 8,935

特別償却準備金 95
別 途 積 立 金 6,298
繰越利益剰余金 2,541

自 己 株 式 △  59
評価・換算差額等 245

その他有価証券評価差額金 245

純 資 産 合 計 11,582

資 産 合 計 22,205 負 債 ・ 純 資 産 合 計 22,205
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損　益　計　算　書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益 22,223

営 業 原 価 20,295

営 業 総 利 益 1,927

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 676

営 業 利 益 1,251

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12

受 取 保 険 金 13

そ の 他 25 51

営 業 外 費 用

支 払 利 息 61

保 険 解 約 損 23

そ の 他 13 98

経 常 利 益 1,204

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 10

固 定 資 産 受 贈 益 28 38

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1

固 定 資 産 除 却 損 0 2

税 引 前 当 期 純 利 益 1,240

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 200

法 人 税 等 調 整 額 △   7 192

当 期 純 利 益 1,047
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金

その他
資 本
剰余金

資本剰余
金 合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余
金 合 計特別償却

準 備 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,284 1,070 15 1,086 90 119 6,298 1,603 8,113 △  59 10,424

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 134 △ 134 △ 134

当期純利益 1,047 1,047 1,047

特別償却準備金の
取 崩

△  23 23 － －

自己株式の取得 △   0 △   0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － △  23 － 937 913 △   0 913

当 期 末 残 高 1,284 1,070 15 1,086 90 95 6,298 2,541 9,026 △  59 11,337

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 185 △  16 168 10,593

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 134

当期純利益 1,047

特別償却準備金の
取 崩

－

自己株式の取得 △   0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

59 16 76 76

事業年度中の変動額合計 59 16 76 989

当 期 末 残 高 245 － 245 11,582
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

③　たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定

額法、その他の有形固定資産は定率法によってお

ります。

②　無形固定資産

　　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　　社内における見込利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産　　　　　　　定額法によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込

額のうち当事業年度に負担すべき額を計上してお

ります。
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③　退職給付引当金　　　　　　　　　　従業員及び取締役非兼務の執行役員の退職給付に

備えるため、当事業年度の末日における退職給付

債務の見込額（執行役員部分については、内規に

基づく当事業年度末要支給額）に基づき計上して

おります。

なお、数理計算上の差異については、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理　　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処

理の方法は、連結計算書類における会計処理の方

法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。

なお、前事業年度の「受取保険金」は３万円であります。

－ 32 －



３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建　　物 1,393百万円

土　　地 4,315百万円

計 5,708百万円

②　担保に係る債務

短期借入金 260百万円

１年以内返済予定長期借入金 2,778百万円

長期借入金 2,455百万円

計 5,493百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,350百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 62百万円

②　長期金銭債権 －百万円

③　短期金銭債務 211百万円

④　長期金銭債務 －百万円

(4) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含

まれております。

受取手形 96百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　営業収益 450百万円

②　営業費用 843百万円

③　営業取引以外の取引高 1百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

   自己株式の種類及び数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 85,055株 31株 －株 85,086株
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６．税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（繰延税金資産）

退職給付引当金 124百万円

賞与引当金 35百万円

減損損失 323百万円

減価償却超過額 25百万円

会員権評価損 4百万円

未払事業税 11百万円

投資有価証券評価損 1百万円

貸倒引当金 20百万円

繰越欠損金 10百万円

その他 22百万円

繰延税金資産小計 580百万円

評価性引当額 △320百万円

繰延税金資産合計 260百万円

　　（繰延税金負債）

特別償却準備金 △40百万円

その他 △104百万円

繰延税金負債合計 △145百万円

繰延税金資産の純額 114百万円
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 1,471百万円 756百万円 715百万円

構 築 物 305 158 147

機 械 装 置 113 58 54

工 具 器 具 備 品 12 6 6

合 計 1,903 979 923

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高に占める割合

が低い一部について支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 94百万円

１ 年 超 1,026百万円

合 計 1,121百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が、有形

      固定資産の期末残高に占める割合が低い一部について支払利子込み法

　　　により算定しております。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 144百万円

減価償却費相当額 94百万円

支払利息相当額 53百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　　一部のリース物件について、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類
会 社 等
の 名 称

資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)
(注)1

科 目
期末残高
(百万円)

親 会 社
株式会社
住友倉庫

14,922 倉庫業
（被所有）

直接 60.7
倉庫の賃借

支払リース料
(注)2

165 前払費用 14

未経過リース
料期末残高相
当額

1,071 － －

支払利息相当
額

63 － －

(2) 子会社等

種 類
会 社 等
の 名 称

資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)
(注)1

科 目
期末残高
(百万円)

子会社

株 式 会 社

中国遠州コーポ
レ ー シ ョ ン

(注)3

50 運送業
（所有）

直接100.0

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収 1

－ －

債権放棄
(注)4

263

（注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。

２．他社より入手した見積りと比較のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。

３．株式会社中国遠州コーポレーションは、平成29年８月30日付で清算結了いたしました。

上記の取引金額は同社が関連当事者であった期間の取引額を、また議決権等の所有割

合は同社が関連当事者に該当しなくなった時点のものをそれぞれ記載しております。

４．貸付金の債権放棄に伴い貸倒引当金262百万円を取崩し、差額１百万円は当事業年度に

債権放棄損として計上しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,552円48銭

(2) １株当たり当期純利益 140円46銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11．その他の注記

(1) 資産除去債務に関する注記

　　当社は、不動産賃借契約に基づき、契約終了時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定さ

れていないことから、債務の履行時期を予測することが難しく、資産除去債務を合理的に見

積もることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

(2) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月10日

遠 州 ト ラ ッ ク 株 式 会 社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 本 　 学 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 堀 内 計 尚 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、遠州トラック株式会社の平成29年４

月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月10日

遠 州 ト ラ ッ ク 株 式 会 社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 本 　 学 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 堀 内 計 尚 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、遠州トラック株式会社の平成

29年４月１日から平成30年３月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査

を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月1日から平成30年３月31日までの第53期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意し
た事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における
審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をす
るに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が
当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理
由について、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成30年５月11日

遠 州 ト ラ ッ ク 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 池 谷 仁 宏 

監 査 役 日 高 和 彦 

社外監査役 山 本 正 幸 

社外監査役 高 見 之 雄 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役５名選任の件

取締役全員５名は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、あらため

て取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社の株式数

１

さわ

澤
だ

田
くに

邦
ひこ

彦
(昭和32年６月４日生)

昭和56年３月　当社入社

昭和61年５月　同取締役

平成３年５月　同常務取締役

平成８年６月　同代表取締役常務取締役営業本部長

平成10年４月　同代表取締役専務取締役営業本部長

平成13年６月　同代表取締役社長

平成19年６月　同代表取締役社長 社長執行役員

平成21年６月　同代表取締役社長 社長執行役員営

業本部長

平成25年６月　同代表取締役社長 社長執行役員

              (現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社藤友物流サービス 取締役

214,000株

【取締役候補者とした理由】

 澤田邦彦氏は、代表取締役社長に就任以来、豊富な経験と識見で当社の経営を牽引し

ており、今後も当社の企業価値向上に資する貢献が見込まれることから、取締役候補者

としたものであります。

２

きん

金
ぱら

原
ひで

秀
き

樹
(昭和35年12月27日生)

平成３年12月　当社入社

平成16年６月　同取締役横浜営業所長

平成19年６月　同執行役員関東事業部長

平成22年６月　同執行役員本社事業部長

平成25年６月　同執行役員(中国事業担当)

平成27年６月　同取締役常務執行役員営業本部長兼

営業戦略室長

平成28年３月　同取締役常務執行役員営業本部長兼

西日本事業部長兼営業戦略室長

平成28年６月　同取締役常務執行役員営業本部長兼

営業戦略室長

平成29年10月　同取締役常務執行役員営業本部長

             （現任）

18,800株

【取締役候補者とした理由】

金原秀樹氏は、物流事業における豊富な経験をもとに、取締役常務執行役員営業本部長

として当社経営の中核を担っており、今後も更なる貢献が見込まれることから取締役候

補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社の株式数

３

※
く

久
ぼ

保
た

田
 

　
 

　
 

　
たけし

健
(昭和36年７月９日生)

昭和60年４月　株式会社住友倉庫入社

平成15年９月　青島住倉国際物流有限公司総経理

平成23年７月　株式会社住友倉庫事業推進部次長

平成23年11月　Rabigh Petrochemical Logistics 

Deputy General Manager

平成27年６月　当社常務執行役員管理本部長兼経営

企画部長

平成29年10月　同常務執行役員管理本部長兼経営企

画部長兼システム部長（現任）

－株

【取締役候補者とした理由】

久保田健氏は、株式会社住友倉庫において海外子会社の経営や経営企画部門に携わり、

当社においては常務執行役員管理本部長として管理本部を統括するなど、豊富な経験を

有しており、今後も更なる貢献が見込まれることから取締役候補者としたものでありま

す。

４

いの

井
うえ

上
いく

育
ほ

穗
(昭和23年10月８日生)

昭和46年４月　住友信託銀行株式会社(現 三井住友

信託銀行株式会社）入社

平成13年６月　同社執行役員

平成14年４月　同社常務執行役員

平成14年６月　同社取締役常務執行役員

平成16年６月　同社取締役専務執行役員

平成19年６月　同社顧問

平成25年６月　当社社外取締役(現任）

（重要な兼職の状況）

　　住友電設株式会社 社外取締役

－株

【社外取締役候補者とした理由】

井上育穗氏は、長年の銀行業務で培った幅広い知識と見識を有し、また事業会社の社外

取締役としての経験も豊富であり、当社経営に対する大所高所からの助言、提言が期待

できることから社外取締役としての職責を適切に遂行いただけるものと判断しており

ます。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年

となります。

５

※
たか

高
み

見
ゆき

之
お

雄
(昭和30年11月２日生)

昭和59年４月　弁護士登録（第一東京弁護士会）

　　　　　　　成富総合法律事務所入所

平成13年４月　西込・高見法律事務所開設

　　　　　　　同法律事務所パートナー（現任）

平成19年４月　第一東京弁護士会副会長

平成28年６月　当社社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

　　株式会社東京個別指導学院 社外監査役

－株

【社外取締役候補者とした理由】

高見之雄氏は、弁護士として企業法務に関する専門的な知識・経験を有しており、当社

の社外監査役としての在任期間中は、独立した立場から的確な意見を述べ、その職責を

果たしていただいております。同氏は社外監査役以外に企業経営に関与された経験は

ありませんが、上記理由により、社外取締役としての職責を適切に遂行いただけるもの

と判断しております。なお、同氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会終結の

時をもって２年となります。
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（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．井上育穗、高見之雄の両氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は、井上育穗

氏を社外取締役として、高見之雄氏を社外監査役として、それぞれ株式会社東京証券

取引所の定める独立役員として届け出ております。両氏の選任が承認された場合、両

氏を社外取締役として独立役員に指定する予定であります。

４．社外取締役との責任限定契約について

当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、現行定款において、

業務執行取締役等でない取締役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を

怠ったことによる当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨

を定めております。これに基づき、当社は、井上育穗氏との間で当該責任限定契約を

締結しており、同氏の選任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

また、高見之雄氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定

であります。

なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責

任限度額です。
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第２号議案　監査役２名選任の件

監査役　日高和彦、高見之雄の両氏は本総会終結の時をもって辞任されますの

で、その補欠として監査役２名の選任をお願いするものであります。

候補者　古川茂樹氏は日高和彦氏の、同　堀池英伸氏は高見之雄氏のそれぞれ

補欠者として、その任期は当社定款の定めにより前任者の任期の満了時までとな

ります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当社の株式数

１

ふる

古
かわ

川
しげ

茂
き

樹
(昭和33年11月11日生)

昭和56年４月　株式会社住友倉庫入社

平成22年６月　同社西日本営業部長

平成27年６月　同社執行役員大阪支店長(現任）

－株

【監査役候補者とした理由】

古川茂樹氏は、株式会社住友倉庫における経歴から、監査役候補者としたものでありま

す。同氏は直接経営に関与した経験はありませんが、同社において関係会社を監督する

立場となることから、当社業務の監査に関する適切な助言、提言が期待できるものと判

断しております。

２

ほり

堀
いけ

池
ひで

英
のぶ

伸
(昭和29年４月15日生)

昭和52年４月　株式会社静岡銀行入行

平成16年６月　同社興津支店長

平成18年６月　同社北安東支店長

平成19年７月　静銀ビジネスクリエイト株式会社

　　　　　　　取締役常務執行役員

平成27年５月　スター精密株式会社常勤監査役

平成28年５月　同社取締役（常勤監査等委員）

　　　　　　　（平成30年５月退任）

－株

【社外監査役候補者とした理由】

堀池英伸氏は、長年の銀行業務で培った幅広い知識と見識を有し、事業会社においても

取締役や監査役としての経験を有することから、今後これらの知見を当社の監査に活か

していただけるものと判断しております。

（注）１. 各候補者はいずれも新任の監査役候補者であります。

　　　２．古川茂樹氏の当社の親会社である株式会社住友倉庫における現在の地位及び担当並び

に過去５年間の略歴は上記のとおりであります。なお、古川氏は、同社の人事異動に

より、平成30年６月27日付で執行役員関連事業部長に就任予定であります。

　　　　　堀池英伸氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．堀池英伸氏は社外監査役候補者であります。堀池氏の選任が承認された場合、当社は、

株式会社東京証券取引所の定める独立役員として届け出る予定であります。

４．監査役との責任限定契約について

当社は、監査役として有用な人材を迎えることができるよう、現行定款において、監

査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる当社への

損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めております。

－ 46 －



これに基づき、当社は、両氏が選任された場合、両氏との間で当該責任限定契約を締

結する予定であります。

なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責

任限度額です。

以　上

－ 47 －



第53回定時株主総会会場ご案内図

会　場　静岡県袋井市木原627番地の３

遠州トラック株式会社　本社会議室（２階）

電話（0538）42－1111（代表）

ＪＲ袋井駅から車で約７分（約3.2㎞）

東名高速道路袋井Ｉ.Ｃ.から車で約６分（約2.9㎞）


